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第８回

１　先進国への道

ASEAN 諸国は，グローバル・ヴァリュー・

チェーン（GVCs）有効利用のティア構造に基

づき，急速かつ持続的な経済成長を遂げてきた

（ERIA（2015））。そして，マレーシアやタイに

見るように，ティア２からティア１a に至れば，

１人当たり所得 6,000US ドルから 10,000US ド

ル程度の所得水準に到達できる。しかしその

先，上位中所得国から高所得国へと階段を上る

ためには，何が必要なのか。その部分の開発シ

ナリオは，まだはっきりと描かれていない。

日本，韓国，台湾などが経済発展を遂げた

1980 年代以前は，まだ第１のアンバンドリン

グの世界だった。グローバリゼーション以前の

その頃は，時に貿易障壁を使い，直接・間接の

輸出補助金を用いるなどして，ゆっくりとナ

ショナル・チャンピオンを育てることが許され

た。一方，ASEAN 諸国は，足の速い第 2 のア

ンバンドリングの世界に生きている。GVCs を

積極的に利用すれば，素早く工業化を開始で

き，国内の資源制約や国内市場の狭隘さなどを

気にすることなく，持続的な経済成長を実現で

きる。その代わり，どうしても，GVCs の先駆

者である先進国の多国籍企業に依存する部分が

足の速い生産ネットワークへの参加（ティア２）から産業集積の形成（ティア１a），イノヴェーション・
ハブの創出（ティア１b）とグローバル・ヴァリュー・チェーンの利用を高度化していく過程では，いかにし
てイノヴェーション能力を向上させていくかという課題がやってくる。ASEAN諸国のうち産業集積の形成に
成功した国では，地場系企業は産業集積内での多国籍企業との取引関係を通じ，さまざまな技術情報にアクセ
スし，プロセス・イノヴェーションを遂行する能力を獲得する。しかし，それがすぐにプロダクト・イノヴェー
ションへとつながるわけではない。シンガポール，マレーシアを除くASEAN諸国の研究開発支出は未だに
極めて小さく，産官学のナショナル・イノヴェーション・システムも十分に機能していない。技術体系が変わ
り，グローバリゼーションが進行する中，ASEAN諸国は，新たな経済発展の道を模索している。
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大きくなる。

ティア２，ティア１a の段階でも，食品加工

やその他の資源ベースの産業，流通業，観光業

などでは，地場系企業の急速な成長が見られ

る。しかし，第２のアンバンドリングの中心で

ある機械産業に関しては，組立業者と部品製造

業者とも，多国籍企業の優位は圧倒的である。

多国籍企業が技術や経営ノウハウの大半を支配

している。過度の単純化を恐れずに言えば，相

対的に安い労働力の利用を主目的とする生産ブ

ロックが ASEAN 諸国に置かれているという

面は確かにある。所得水準が上がり，賃金が一

定以上となってきた時にどうなるのか。多国籍

企業に労働集約的な生産ブロック以外のものを

持ち込んでくるインセンティヴは存在するの

か。１人当たり所得 10,000US ドルあたりで経

済成長が鈍化してしまう危険性は確かにある。

上位中所得国と高所得国の違いを生み出して

いるものは何か。それは，生産面に関して言え

ばイノヴェーション能力の有無，需要面につい

ては人的資源を育む生活環境である。ASEAN

諸国がこれらをいかにして実現しうるのか，以

下で試論を展開してみたい。

２　プロセス・イノヴェーション

企業のレベルでイノヴェーションを考える

際にはしばしば，プロセス・イノヴェーショ

ン（生産工程等の効率化や生産性向上に関わる

イノヴェーション）とプロダクト・イノヴェー

ション（新製品開発）という２種に分けて，議

論を進めていく。両者は連続している場合もあ

るが，イノヴェーションの内容として質的に異

なり，難易度も違ってくるという側面もある。

多国籍企業を積極的に誘致し GVCs への参加

を試みる発展途上国においても，ティア１a に

至れば，地場系企業のプロセス・イノヴェー

ションが始まる。

多国籍企業の発展途上国進出が地場系企業に

どのような影響を与えるかについては，企業・

事業所レベルのマイクロ・データが盛んに用い

られるようになった 1990 年代から，多くの実

証研究が積み上げられてきた。そこでは，大き

く３つの効果が考えられる。第１は，多国籍企

業の進出によって競争が激化するという競争効

果である。競争が企業のパフォーマンスに及ぼ

す影響はさまざまでありうるが，一般に，競争

力のある多国籍企業が入ってくれば同じ産業の

地場系企業には負の効果を与えるものと考えら

れる。第２は，同一産業内での水平的な技術の

スピルオーバー効果である。製品や生産技術な

どの模倣，あるいは多国籍企業で働いた経験の

ある労働者を雇うことによって，地場系企業に

技術や経営ノウハウが漏出し，正の効果が生ま

れるかも知れない。第３は，進出してきた多国

籍企業の上流あるいは下流の地場系企業に対す

る垂直的な技術のスピルオーバー効果である。

多国籍企業の参入により，上流にいる地場系企

業にとっては市場が拡大し，うまくすればその

多国籍企業に対して部品・中間財などを納入で

きるようになるかも知れない。多国籍企業との

取引の過程では，技術の移転や漏出が起こる可

能性がある。また逆に，下流にいる地場系企業

も，多国籍企業が生産する質の良い部品・中間

財を購入・使用することによって，生産性を上

げることができるかも知れない。

これら３つの効果のうちどれが重要なのかに

ついては，対象国や時期によって異なった結論

が得られている。しかし，Javorcik（2004）か
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ら始まる一連の実証研究においては，対象が発

展途上国の場合，特に第３の垂直的な技術スピ

ルオーバー効果が有意に計測されるケースが多

い。問題は，その技術の「スピルオーバー」と

呼ばれているものがどのような形で起きている

かである。先行研究のほとんどは製造業センサ

スのデータを用いており，そこでは多国籍企業

と地場系企業の間の関係についての直接的な情

報はほとんど得られない。両者のリンクについ

ては，産業連関表を用いて，水平的技術スピル

オーバーであれば同産業に属しているかどう

か，垂直的技術スピルオーバーであれば生産工

程の上流・下流の産業に属しているかどうかに

よって，企業間関係を仕分けている。そもそも

「スピルオーバー」という言葉は，技術が正の

外部性として意に反して漏れてしまう，という

語感を持っている。多国籍企業から地場系企業

への意図的な技術移転も計測上そこに含まれて

しまうが，それはいったいどのくらい重要なの

だろうか。

この問題を正面から取り上げるため，東ア

ジア・アセアン経済研究センター（ERIA）

と日本貿易振興機構アジア経済研究所（IDE-

JETRO）は共同で，ASEAN 諸国の主要な産業

集積内に立地する多国籍企業と地場系企業に対

し，継続的に質問票調査を行っている。そこで

は，インドネシア首都圏，マニラ首都圏，バン

コク首都圏，ハノイおよびホーチミン市に立地

する多国籍企業，地場系企業が，どのような

チャンネルから技術情報を得ているか，それが

各企業のイノヴェーションにどのように影響を

与えているかにつき，情報を収集している。

Kimura, Machikita, and Ueki（2016）はその

データを用いた研究成果の一部を報告したもの

である。そこでは，2012～2013 年にデータ収

集した 807 の企業につき，下流の企業から上流

の企業に対する訓練供与の実態を分析した。下

流企業はしばしば，仕入れる部品・中間財の品

質安定や納入時期の正確性などを向上させるた

め，上流企業に対し技術情報を与え，生産ライ

ンについての指導を行い，さらには生産従事者

に対する訓練を提供している。我々の分析結果

によれば，下流企業が外資系企業の時，しかも

同じ産業集積内に立地している場合に，上流企

業への訓練供与がより頻繁に行われている。ま

た，おもしろいことに，訓練を受けた上流企業

は，さらに上流の企業に対し，訓練を提供する

確率が高いことがわかった。

ここで分析対象としたのは訓練という限られ

たチャンネルのみであるが，技術・経営ノウハ

ウが正の外部性として流出するにとどまらず，

多くの多国籍企業が自らの経済的インセンティ

ヴに基づき，上流の企業に対して技術移転を

行っている実態が明らかになった。しかもそれ

が産業集積内で起きていることは重要である。

ただ生産ネットワークに参加しただけのティア

２では，地場系企業が登場する場面は限られて

いる。しかし，ティア１a となり，産業集積が

形成されれば，地場系企業が多国籍企業の生産

ネットワークに参加する機会も増えてくる。地

場系企業は，品質の安定性や納期の正確性など

の非価格競争力は十分でないかも知れないが，

モノを安く作るという価格競争力には長けてい

るケースも多い。もちろん，多国籍企業側の業

種や企業戦略に拠るところも大きいが，地場系

企業と取引関係を結びたいという多国籍企業も

多数存在する。そして，多国籍企業と地場系企

業が取引を始めるためには，取引費用を軽減す

るため，両者が地理的に近接している必要があ

る。いったん取引が始まれば，多国籍企業との
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取引を通じての技術移転，技術スピルオーバー

により，地場系企業もプロセス・イノヴェー

ションを加速しうる。

ASEAN 内の産業集積では，プロセス・イノ

ヴェーションに関する限り，地場系企業の能力

も目に見えて向上してきている。そこでのさま

ざまな技術情報の源泉として，産業集積内の

多国籍企業との取引関係が特に重要である。こ

れは，大学や政府系研究所などが技術情報の源

泉として大切だったかつての日本や韓国のケー

スとは異なっている。多国籍企業の生産ネット

ワークに参加してそこから学ぶこと，そしてそ

のためには，多国籍企業を含む一定規模の産業

集積が形成されること，地場系企業の能力が多

国籍企業の取引を可能とするところまで向上す

ることが，イノヴェーション能力向上の鍵と

なっているものと考えられる。

３　R&Dとナショナル・イノヴェー
ション・システム

しかし，プロセス・イノヴェーションだけで

は，真の先進国にはなれない。自ら新製品を開

発し，新たな産業を築いていく能力は，先進

国たるために欠かせない。プロダクト・イノ

ヴェーションと言っても，そこに含まれる「新」

製品は，世界初，当該国初，当該産業初，当該

企業初と，いろいろなレベルのものが考えられ

る。イノヴェーションのレベル向上への不断の

努力が求められる。

各国のイノヴェーション能力を推し量るた

めの１つの指標は研究開発（R&D）支出の対

GDP 比である。ブルネイを除く ASEAN+6 諸

国の粗 R&D 支出の対 GDP 比を示したのが図

１である。１枚目の図には日本，韓国，中国，

オーストラリア，ニュージーランド，インドと

シンガポール，世界平均を示し，２枚目の図に

はシンガポール，ブルネイ以外の ASEAN ８

カ国の比率を図示した。1996 年から 2014 年に

かけて，世界平均は 1.4％から 1.7％へとゆっ

くり上昇している。2010 年代の時点で世界平

均を超えているのが，韓国，日本，オースト

ラリア，シンガポール，中国である。特に韓

国と中国の伸びは目覚ましい。一方，その他

の ASEAN 諸国の粗 R&D 支出の GDP 比率は

低い。マレーシアは１％を超えたが，タイが

0.5％，その他の ASEAN 諸国は 0.2％以下と極

めて低い水準にとどまっている。

R&D 活動については，政府系研究機関ばか

図１　粗研究開発支出（対GDP比，％）

データ出所：OECD ウェブサイト。
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りでなく，民間企業も相当大きな部分を担って

いる。R&D 支出が大きい国では，産官学を含

むナショナル・イノヴェーション・システムが

構築されている。これまでのところ，多くの

ASEAN 諸国では，このようなシステムが有効

に確立されていない。R&D 投資はただでさえ

歩留まりのよいものではないので，R&D 投資

そのものを政策目標にするのはおそらく正しく

ない。しかし，イノヴェーションを推進するに

とどまらず，イノヴェーションに携わる人材を

育てるという意味でも，今後，R&D 活動を活

性化していくことは，避けられない方向であろ

う。

４　新しい技術体系と都市

一方で，技術体系も変わり，グローバリゼー

ションが進行する中，イノヴェーションのあり

方も変わってきているのかも知れない。

第１に，いわゆるコア・テクノロジーと言わ

れているものについては，今後，国単位ではな

く，世界全体で単一あるいはごく少数の集積が

提供していく体制になっていくとの見方が強

い。一方，ヨーロッパでは，イノヴェーション

の拠点がつながりながら分散する「ネットワー

ク」が発達してきたとの指摘もある（Meijers, 

Burger, and Hoogerbrugge（2016））。ASEAN

でも，フルサイズの R&D を展開して大きな知

的資源の集積を作るのは難しくても，各国の主

要都市が世界のイノヴェーションに向けて開か

れたゲートウェイとなる可能性は残されている。

表１は，2030 年に人口 100 万人を超えると

されている ASEAN の都市をリストアップし

たものである。人口 1,000 万人以上となるのが

ジャカルタ，マニラ，バンコク，ホーチミン・

シティで，クアラルンプールも 900 万人を超え

る。まずは，人的資源の集積が見られるこれら

表１　ASEANの主要都市の人口推移予測（単位：千人）

国 都市集積 2015 2030 国 都市集積 2015 2030

カンボジア プノンペン 1,731 2,584 マレーシア クアラルンプール 6,837 9,423
インドネシア ジャカルタ 10,323 13,812 ジョホール・バル 912 1,249

スラバヤ 2,853 3,760 ミャンマー ヤンゴン 4,802 6,578
バンドン 2,544 3,433 マンダレー 1,167 1,654
メダン 2,204 2,955 ネピトー 1,030 1,398
スマラン 1,630 2,188 フィリピン マニラ 12,946 16,756
マッカサル 1,489 2,104 ダバオ・シティ 1,630 2,216
パレンバン 1,455 1,888 セブ・シティ 951 1,278
バタム 1,391 2,486 サンボアンガ・シティ 936 1,313
プカンバル 1,121 1,731 シンガポール シンガポール 5,619 6,578
デンパサール 1,107 1,870 タイ バンコク 9,270 11,528
ボゴール 1,076 1,541 サムット・プラカン 1,814 3,139
バンダル・ランプン 965 1,350 ベトナム ホーチミン・シティ 7,298 10,200
バタン 903 1,254 ハノイ 3,629 5,498
サマリンダ 865 1,291 カントー 1,175 1,902
マラン 856 1,156 ハイフォン 1,075 1,569
タシクマラヤ 787 1,305 ダナン 952 1,365

ラオス ビエンチャン 997 1,782 ビエンホア 834 1,225

データ出所：United Nations (2015).
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の都市が，世界のイノヴェーションの流れを取

り込むウィンドゥとなっていくことが望まれ

る。さらに，2030 年に 100 万人を超える都市

は 36 に達する。特にインドネシアには 16，ベ

トナムに６つ，フィリピンに４つの都市がそれ

に含まれる。これらの都市も，それなりの産業

に支えられたものとならねばならない。

第２に，イノヴェーションの担い手である高

度人材のモビリティも高まっている。ASEAN

諸国出身の高度人材の一部は，他国で活躍して

いる。一方，外国人の高度人材も，よりよい場

所を求めて流動している。イノヴェーションの

ハブとなっていくためには，これら自国発，外

国発の高度人材を惹き付け，集積を形成してい

くことが求められる。

アメリカの各都市は，以前から激烈な高度

人材獲得競争をしている。Glaeser, Kolko, and 

Saiz（2001）が提示した都市アメニティという

概念は，まさにこの文脈で出てきたものであ

る。どの程度の規模の都市が望ましいのかにつ

いては別途議論しうるが，ASEAN 諸国の場合

はまず，首都圏の都市アメニティの充実に本腰

を入れる必要がある。Glaeser らが挙げた都市

アメニティの要素は，第１に財・サービスの多

様な消費可能性，第２に都市の美的・物理的設

定，第３に公共政策，第４にスピードである。

いずれの要素をとってみても，ASEAN の各都

市には不足しているところが多々ある。自国の

高度人材が帰ってこないとしたらそれはなぜな

のか，外国の高度人材が居着いてくれないのは

どうしてなのかを考えれば，何を改善すべき

か，具体的な方策が見つかるだろう。足りない

のは，充実したレストランの存在だったり，知

的刺激，きれいな空気，あるいは子供の教育，

医療サービス，治安，都市交通だったりするは

ずである。

ASEAN 諸国はこれまでも外国人や外国企業

に寛容であったし，また人を快適にさせる文化

を有している。意図して都市アメニティを充実

させれば，イノヴェーションのための高度人材

を獲得することもできるかも知れない。

第３に，以前はイノヴェーションの担い手は

圧倒的に製造業であったのだが，それはこの先

も変わらないのか。Scherer（1982）は，1974

年のアメリカの R&D 支出とパテントのデータ

を用いて，産業間の技術フロー・マトリックス

を作成した。そこでわかったことは，R&D の

ほとんどは製造業でなされていること，その成

果は製造業自身および他産業で利用されている

ことである。しかし，その状況は，今では変

わってきているかも知れない。

新しいサービス業は，都市で生まれ，都市で

栄える。これらのサービス業がイノヴェーショ

ンを牽引できるのかどうかはわからないが，少

なくとも新しいビジネスを生んでいるという意

味では大きな存在となりつつある。たとえばイ

ンドネシアで若い企業家が立ち上げるヴェン

チャー企業あるいはスタートアップ企業は，

FinTech，ソフトウェア，各種電子商取引など

の分野で多く見られる。新しいサービス業の隆

盛は，先進国でも新興国・発展途上国でも同時

に進行している。

これらのサービス業は，製造業とは多くの面

で異なっている。まず，初期投資額は小さく，

ビジネス・モデルの模倣も比較的容易であり，

また長い垂直的なヴァリュー・チェーンの構築

を必要としない。求められる物的インフラスト

ラクチャーも限定されている。つまり，参入障

壁は低い。その代わり，一定のネットワーク効

果を獲得するなどして市場支配力を発揮できな
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ければ，激しい競争による利益率の圧縮も早

く，また技術革新による浮き沈みも顕著であ

る。このようなサービス業がどの程度の雇用を

創出できるのかも不明である。この先にどのよ

うな展望が開けてくるのか，よく考えてみなけ

ればならない。

一方で，先進国との間である程度の賃金格差

が存在している間は，サービス業によって展開

される GVCs を引き込んで，これら新しいサー

ビス業の最先端とつながることができる。フィ

リピンで顕著な発展を見せているビジネス・プ

ロセス・アウトソーシング（BPO）はその例

の１つである。さらに，Baldwin（2016）が主

張するように，「第３のアンバンドリング」，す

なわちリモート・インテリジェンス技術の進歩

によって労働と労働サービスのアンバンドリン

グが起きてくるとすれば，それも重要なイノ

ヴェーションへのウィンドゥとなるかも知れな

い。

上位中所得国から先進国への道。日本，韓

国，台湾は，製造業を中心に据えた開発モデル

でその階段を上りきった。中国も，モノ作りを

土台としながら，さらに上を目指そうとしてい

る。ASEAN 諸国もやはり，製造業をベースに

先進国となるのか，それとも異なる発展経路を

たどるのであろうか。
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